
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：20－036） 

 

１ パラオ航空局によると、2019 年 4 月に着工したパラオ国際空港改善プロジ

ェクトは 1 月末までに完了する予定。2800 万ドルの改修プロジェクトで、日本

空港ビルデング株式会社や双日株式会社が出資している。 

原文 

（26th November 200, Island Times） 

 

２ マーシャル諸島のデービッド・カブア大統領と台湾及び米国の在マーシャ

ル大使が、台湾が寄贈した海上警察のボートに試乗した。（※SRO News20-035

参照） 

原文 

（27th November 2020, Marshall Islands Journal） 

 

３ アジア開発銀行は、ミクロネシア連邦に対する 1400万ドルの助成金を承認

した。COVID-19 の流入・拡大阻止、企業への景気刺激策、貧困者・弱者に対す

る社会保障の強化のために使用される。 

原文 

（27th November 2020, Marshall Islands Journal） 

 

４ 米国務省は、中国からの影響に対抗するため、太平洋島嶼国に 2 億ドルを

拠出する。開発課題や地域の漁業活動を支援すると共に、「自然災害と経済打

撃に関連する不安定に対する太平洋島嶼国の経済レジリエンス」を強化する。

米国の東アジア太平洋担当国務次官補は、米国がこの地域の優先パートナーで

あり続けることが目的だと述べた。 

原文 

（26th November 2020, Radio NZ） 

 

５ 11 月 24 日 1200 までの 1 週間で、太平洋地域における COVID-19 感染状況

に関し、サモアで初めての感染が確認された。ニュージーランドのオークラン

ドから帰国した船員で、サモア首相は、首都アピアや全土で高まるパニックに

対して冷静になるよう求め、緊急事態宣言を 12 月 23 日まで延長するとともに、

隔離期間を 2 週間から 3 週間に伸ばした。他の国では、パプアニューギニア

（PNG）で 612件（前週 602件）・死亡者 7名、ソロモン諸島で 17件（16件）、

仏領ポリネシアで 13,286 件(11,706 件）・死亡者 68 名（39 名）、ニューカレ

ドニアで 32 件（30 件）、グアムで 6,481 件（6,010 件）・死亡者 106 名（94

名）、マーシャル諸島で 5件（2件）、北マリアナ諸島で 104件・死亡者 2名、

https://islandtimes.org/airport-improvement-project-on-track/
https://www.rnz.co.nz/international/pacific-news/431485/us-offers-counter-china-funding-for-pacific-nations


インドネシアのパプア州と西パプア州で合計 14,935件（14,403件）となった。

フィジー（35 件）、バヌアツ（１件）、ウォリス・フツナ諸島（2 件）、米国

領サモア（3件）では新たな感染は確認されていない。 

 PNGでは COVID-19 で影響を受けている農業及び中小企業に焦点を当てた 2021

年度予算が成立した。 

 バヌアツでも 2021年度予算が通過した。前線で働く医療従事者は給与の他に

追加手当を受け取ることができる。 

 ソロモン諸島では公衆衛生緊急法案の提出が 2021年に延期された。ソガバレ

首相は、保健省が COVID-19パンデミック対応に注力するためだと述べた。また、

同国議会は Facebookの禁止を決議した。これにより、同国の COVID-19 情報へ

のアクセスが制限される可能性がある。 

 キリバスでは、11月 19日に初めての本国帰還便が到着した。 

 米国領サモアの知事は、1 月中旬に予定されているハワイからの初の本国帰

還便を承認した。知事はまた、COVID-19 ワクチンの配布計画を承認した。 

（※各国別の最新の詳細はリンク参照） 

原文 

（25th November 2020, Policy Forum） 

 

６ マレーシアのムラカ州政府は同州沖の巨大港湾プロジェクト（約 105 億ド

ル規模）を、2017 年 10 月に署名された契約どおり 3 年間での埋め立て作業が

できなかったとして、開発会社との契約を破棄した。中国企業が共同ベンチャ

ーとして参加していたが、すでに離脱したとのこと。本プロジェクトは、この

地域で最大の港としてシンガポールを追い抜くことを計画し、マレーシアと中

国とのより広範な港湾同盟の一部と見なされていた。 

原文 

（23rd November 2020 Seatrade Maritime） 

 

７ オーストラリア漁業管理局（Australian Fisheries Management Authority）

によると、オーストラリアは違法操業外国漁船対策としてトレス海峡（※オー

ストラリア大陸とニューギニア島間の海峡）に新型水中マイク（hydrophone）

を配備した。船舶の音を検出・記録し、船舶の活動の違いを識別することがで

きる。 

原文 

（23rd November 2020, Seafood Source） 

 

８  中国海警局の武力の使用を許可する法案は「砲艦外交（ gunboat 

diplomacy）」を助長し他国の人命と財産をリスクにさらす可能性があるとし

て、専門家らが懸念を示している。ベトナムのハノイで開催された南シナ海に

関する国際科学会議において、インド、日本、東南アジア諸国の学者らは、他

の多くの沿岸国も特定の状況下で沿岸警備隊に武器の使用を許可しているが、

近年中国海警局は他国の漁師や船舶に対し得て攻撃的な行動をとっていると懸

念（misgiving）を述べた。 

https://docs.google.com/document/d/1Utn29lbJIwYooy23shKGvgEbcvbkqSuP002LsqL9JaU/edit#heading=h.fa4jimx1vbp0
https://www.policyforum.net/covid-19-the-pacific-response-25-november/
https://www.seatrade-maritime.com/ports-logistics/malaysia-scraps-mega-port-project-melaka
https://www.seafoodsource.com/news/environment-sustainability/australia-deploys-new-underwater-technology-to-fight-illegal-fishing


原文 

（21st November 2020, VN Express） 

 

  

https://e.vnexpress.net/news/news/china-gunboat-diplomacy-ramifications-worry-international-experts-4194995.html


 

  



 


